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令和５年度 国民健康保険事業報告 
 

【制度の概要】 

 国民健康保険制度は、国民皆保険の基盤をなす制度として市民の健康

の保持増進に重要な役割を果たしている。しかし、加入者の年齢構成が

高いこと等から医療費が高額となる一方で所得水準が低い傾向にあり、

保険税の負担が重いといった構造的な課題を抱え運営が不安定となって

いた。このような課題に対応し国民健康保険制度の改善を図るため、国

による財政支援が拡充されるとともに、平成30年度からは都道府県が市

町とともに運営を担い、国民健康保険制度の安定化を図ることとなった。 

 しかし、三木市では、保険税収入の減少等の理由から平成３０年度以

降赤字が続いており、令和３年度まで４年連続で赤字となっていた。そ

のため、令和３年度に「三木市国民健康保険財政健全化計画」を策定し、

令和４～６年度を計画期間として、税率改定を含めた国保財政健全化を

進めてきた。その結果、令和４年度は５年振りの黒字決算となり、また

令和５年度も黒字決算となった。 

 保健事業においても「三木市国民健康保険財政健全化計画」に基づき、

特定健診受診率向上に向けた取組を進めている。 

 
１ 加入状況 
 

（１）三木市国民健康保険加入状況（各年度末時点） 

（単位：世帯、人、％） 

区分 

 

 

 年度 

総 数 保険加入者 加入率 
 （参考） 

年度平均加入者 

世帯数 人 口 世帯数 
被保険 
者数 

世帯数 
被保険 
者数 

世帯数 
被保険 
者数 

R1 34,033 76,929 11,091 17,707 32.6 23.0 11,262 18,119 

R2 34,242 76,121 10,974 17,276 32.0 22.7 11,119 17,631 

R3 34,250 75,233 10,606 16,484 31.0 21.9 10,908 17,083 

R4 34,459 74,411 10,132 15,526 29.4 20.9 10,428 16,134 

R5 34,700 73,656 9,686 14,577 27.9 19.8 9,939 15,112 

 

（２）年齢別加入状況                    令和６年３月末時点 

区分 0～9 
10～

19 

20～

29 

30～

39 

40～

49 

50～

59 

60～

69 

70～

74 
合計 

加入者数 478 704 727 885 1,466 1,807 3,795 4,715 14,577 

割合 3.3% 4.8% 5.0% 6.1% 10.0% 12.4% 26.0% 32.4% 100.0% 
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２ 保険給付状況 
 

（１）負担割合 
①義務教育就学前              

８割 
(保険者負担分) 

２割 
(自己負担) 

     

②義務教育就学後～70 歳未満      

７割(保険者負担分) 
３割 

 (自己負担) 
       

③70～74 歳   

８割又は７割 
(保険者負担分) 

２割又は３割負担 
 (自己負担) 

 

（２）高額療養費 

   被保険者が同一月内に受けた治療等で支払った一部負担金が、一

定額を超えたときには、その差額について高額療養費を支給する。 

 

（３）その他の給付 

   ①出産育児一時金の給付 

     被保険者の出産に対して出産育児一時金を支給する。 

     １件当たり ５００,０００円（R5.4.1～額改定） 

      ※産科医療補償制度の対象とならない出産の場合は、 

       １件当たり ４８８,０００円（R5.4.1～額改定） 

 

   ②葬祭費の支給 

     被保険者の死亡に対して葬祭費を支給する。 
     １件当たり  ５０,０００円 
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３ 財政状況 
 
（１）決算収支 

   令和５年度における決算状況 

歳入総額 8,808,439,745 円 

歳出総額 8,598,807,933 円 

差 引 額 209,631,812 円 

 

   なお、令和５年度で歳入した交付金等のうち、事業金額の確定に
より、令和６年度に国や県に返還する分がある（31,480,037円）。
上の差引額はその財源となるため、令和５年度の実質黒字額は、
178,151,775円となる。この実質黒字額を基金に積み立てる（令
和６年９月補正予算に計上）。 

   （国や県に返還すべき額の内訳） 
    ・普通交付金（R6.2月受診分の額確定）29,253,037円 
    ・保険者努力支援交付金(ヘルスアップ事業分) 1,532,000円 
    ・特定健診等負担金 628,000円 
    ・社会保障・税番号制度システム整備費補助金 67,000円 

 
（２）三木市国民健康保険財政調整基金残高 

   令和４年度の黒字分を令和５年度予算に繰り越し、令和５年度の
県への返還金分を差し引いた額を基金に積み立てた。 

R4 年度末基金残高 0 円 

R5 年度基金積立額 43,760,869 円 

R5 年度末基金残高 43,760,869 円 

 

（３）一般会計からの借入金残高 
   令和３年度に、累積赤字の解消のため、令和３年度末時点の累積

赤字額の半額を一般会計から繰り入れ、残りの半額を一般会計から
借り入れる処理を行った。 

一般会計への返済は、令和７年度からであり、令和５年度中の
返済はない。よって、借入金残高は借入額と同じである。 

R4 年度末借入金残高 １８９,３５２,232 円 

R5 年度返済額 0 円 

R5 年度末借入金残高 189,352,232 円 

 
（４）決算収支の推移                （単位：千円） 

年度 収 入 支  出 差 引 
R1 ９,２０６,４３７ ９,４０３,８４４ △１９７,４０７
R2 ８,９５６,０８８ ９,２４１,７３４ △２８５,６４６
R3 ９,３７４,７２３ ９,３７４,７２３ ０
R4 ９,００９,５８０ ８,９２３,３９３ ８６,１８７
R5 ８,８０８,４４０ ８,５９８,８０８ ２０９,６３２
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４ 三木市国民健康保険財政健全化計画の実行 
 

 （１）令和５年度の取組み 
   ・県の施策により、県基金や剰余金の一部を納付金財源として投入す

ることとなったため、令和３年１２月議会で議決された税率のまま
令和５年度の国保税を賦課すると、収支均衡とならない見込となっ
た。そのため、令和５年３月議会で、再度国保税率を改定し、その
改定後の税率により国保税を賦課した。 

   ・国保税の普通徴収の納期を、９期から１０期に変更した。 
   ・特定健診受診率向上のため、特定健診受診料を令和４年度に引き続

き無料とした。 
   ・口座振替率の向上のため、口座振替を利用していない世帯に対して、

「国保税の口座振替によるお支払いのお願い」文書を送付した。 
   ・令和４年度に引き続き、２年連続で国や県から解消を求められてい

た「赤字補てん目的の法定外繰入」を行うことなく、黒字決算とな
った。 

 
 （２）令和６年度に向けて 
   ・「兵庫県における保険料水準の統一に向けたロードマップ（R4.11

月、兵庫県作成）」に県基金や剰余金を納付金財源として引き続き
投入することが明記されたことにより、当初計画のままの税率で令
和６年度の国保税の賦課を行った場合、収入超過となる見込となっ
たため、税率を引き下げることとした。 

    （令和５年度第2回国民健康保険運営協議会に諮問した。） 
 
＜令和６年度の税率＞ 
 基礎課税分(医療分) 後期高齢者支援金分 介護納付金課税分 合計 

所得 

割 

均等 

割 

平等 

割 

所得 

割 

均等 

割 

平等 

割 

所得 

割 

均等 

割 

平等 

割 

所得 

割 

均等 

割 

平等 

割 

当初 

R6 
9.1 38,500 26,000 3.0 12,000 8,000 2.8 14,000 7,500 14.9 64,500 41,500 

改正 

R6 
7.5 32,000 21,000 3.0 13,000 8,000 2.7 14,000 7,000 13.2 59,000 36,000 

差 ▲1.6 ▲6,500 ▲5,000 0 1,000 0 ▲0.1 0 ▲500 ▲1.7 ▲5,500 ▲5,500 
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５ 医療費の状況 
 

 （１）国民健康保険医療費の推移 

   一人当たり医療費について、令和２年度は新型コロナウイルス感

染症による受診控えがあったため大きく減少した。しかし、令和３

年度以降は受診状況が通常に戻りつつあった。加えて、令和５年５

月８日から新型コロナウイルス感染症が５類感染症への位置づけ

となり、医療機関受診控えはほぼなくなったと考えられる。令和５

年度は令和４年度と比較して102.4％の475,140円となっている。 

医療費総額は、国保加入者数の減により、令和４年度より3億

568万4千円減の71億8,031万円であった。 

 

                         （単位：千円） 
    区分 
年度  一  般 退  職 医療費総額  

R1 
（98.0％） (14.3％) (97.7％) 

7,815,738 3,708 7,819,446 

R2 
（94.4％） (0.1％) (94.3％) 

7,379,104   2 7,379,106 

R3 
（101.5％） (0.0％) (101.5％) 

7,494,099   0 7,494,099 

R4 
（99.9％） (0.0％) （99.9％） 

7,485,994   0 7,485,994 

R5 
（95.9％） (0.0％) （95.9％） 

7,180,310   0 7,180,310 

                  （ ）内は、対前年比 

  

（２）被保険者一人当たりの医療費   （単位：円） 
区分 

 
年度 

一  般 退  職 医療費総額 

R1 431,546 463,500 431,561 

R2 418,530     0 418,530 

R3 438,687     0 438,687 

R4 463,989     0 463,989 

R5 475,140     0 475,140 

R4 
102.4％ 0％ 102.4％ 

R5 
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６ 保険税の状況 
 
 （１）保険税収納状況（現年度分）全被保険者 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（２）一人当たり保険税額（当初賦課時点）    （単位：円、％） 

年度 

 区分 
R1 R2 R3 R4 R5 

 

保険税額 86,164 86,990 86,328 101,592 99,807  

前年度対比(%) 99.68 100.96 99.23 117.68 98.24  

 
 
７ 保健事業の状況 
 （１）特定健診受診率（法定報告） 

区分 対象者 受診者数 
受診率 県平均 

受診率  順位 

R1 13,240人 3,842人 29.0% 39 34.1% 

R2 13,004人 3,515人 27.0% 35 30.9% 

R3 12,484人 3,984人 31.9% 32 33.0% 

R4 11,506人 4,368人 38.0% 20 34.2% 

 
（２）特定保健指導実施率（法定報告） 

区分 
動機付け支援 積極的支援 実施率 県平均 

実施率 対象者 終了者数 対象者 終了者数  順位 

R1 418人 168人 102人 31人 38.3% 21 26.6％ 

R2 365人 170人 92人 35人 44.9% 12 26.8％ 

R3 465人 256人 90人 39人 53.2% 8 28.9％ 

R4 459人 159人 114人 41人 34.9% 23 30.0％ 

 
 

区分 
年度 

保  険  税 一世帯当たり 一人当たり % % 

収 納 額 (千円） 保険税収納額（円） 税収納額（円） 対前年比 収納率 

R1 1,486,468 131,990 82,039 100.3 93.4 

R2 1,452,322 130,616 82,373 100.4 94.3 

R3 1,415,665 129,782 82,869 100.6 95.1 

R4 1,566,986 150,267 97,123 117.2 94.3 

R5 1,446,067 145,494 95,690 98.5 93.9 
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（３）三木市町ぐるみ健診推進パートナーシップ協定 

   令和３年度から、町ぐるみ健診の受診率の向上をめざし、三木市とと

もに健診の普及・受診啓発活動に取り組んでいただける企業・団体を募

集して『町ぐるみ健診推進パートナーシップ協定』を締結している。 

   本年度は、新たに１企業と協定を締結した。 

企業・団体名 主な取組 

グリコマニュファクチャリングジ

ャパン株式会社兵庫工場 

・特定健診の受診勧奨 

・健康イベントの開催等 

  ＜参考＞令和３年度・４年度に締結した企業・団体 

    第一生命保険株式会社明石支社、生活協同組合コープこうべ第4地区本部、

兵庫ヤクルト販売株式会社、兵庫県厚生農業協同組合連合会、吉川町商

工会、三木市薬剤師会、マックスバリュ西日本株式会社、株式会社ケー

エスケー 

 

（４）多剤服薬者及び重複服薬者への保健指導 

①多剤服薬者 

 抽出条件：剤数7剤以上、処方日数9日以上、内服薬→427名を対象 

②重複服薬者 

 抽出条件：同一成分薬剤又は同種同効成分薬剤を2以上の医療機関か

ら定期的に処方、内服・外用→46名を対象 

※多剤服薬者・重複服薬者ともに通知文書を発送し、121名には電話

による介入（保健指導）を行った。（抽出は「R5.1月～3月受診分」、

効果検証は「R5.9月～11月受診分」で行った。） 

   ※介入結果 

    多剤：検証時に引き続き国保加入であった415人中115名が解消 

    重複：検証時に引き続き国保加入であった44人中27名が解消 

 

（５）糖尿病性腎症重症化予防事業 

   ①健診受診者で、空腹時血糖値126mg/dlもしくは随時血糖値

200mg/dl以上で、かつ、尿蛋白（+）以上又はeGFR値 60ml/分/1.73

㎡未満のいずれか又は両方に該当する者で医療機関未受診者（該当５

名）、②治療中断者（該当３名）、令和４年度事業対象者（対象者４名

（フォローアップ））に対し、保健指導等を行った。 

 

（６）生活習慣病予防事業（健診事後フォロー事業） 

   令和４年度集団健診の結果が「要医療」だが医療機関への受診が確認

できない者に対し、電話や訪問により事後フォロー(保健指導)を行った。 

対象者数は403名で、そのうち172名に電話等で保健指導を行うこと

ができた。また403名中57名が医療機関の受診につながった。 
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８ その他給付の状況等 
 （１）出産育児一時金・葬祭費 

区 分 件 数  一件当たり（円） 支給額（円） 

出産育児一時金 37 500,000(※) 17,594,701 

葬  祭  費 95 50,000 4,750,000 

合   計 132 ― 22,344,701 

   ※産科医療補償制度の適用がない場合は488,000円。また、令

和5年3月31日以前の出産分は420,000円（産科医療補償制度

の適用がない場合は408,000円）となる。 

 

 （２）国保人間ドック施設利用助成 
   国保被保険者の疾病の早期発見、早期治療に役立てるため、人間

ドック利用者に助成を行っている。 

施設名 人間ドックの種類 助成金額 件数 支給額（円） 

北播磨 

総合医療センター 

日帰りコース 24,000円 108 2,592,000 

１泊２日コース 40,000円   33 1,320,000 

脳ドック 12,000円   3 36,000 

北播磨 

総合医療センター 

以外 

日帰りコース 
費用の１/２以内、  
限度額 12,000 円 56 672,000 

１泊２日コース 
費用の１/２以内、  
限度額 20,000円 3 60,000 

脳ドック 12,000円 0 0 

合   計 203 4,680,000 

 
 （３）傷病手当金 
   三木市国民健康保険の被保険者が新型コロナウイルス感染症に感染

した場合、または発熱等の症状があり当該感染症の感染が疑われる場合
において、その療養のため労務に服することができなかった期間（一定
の要件を満たした場合）に傷病手当金を支給した。 

   なお、新型コロナウイルス感染症が令和5年5月8日から5類感染症に
位置付けられたことにより、同日以降の新型コロナウイルス感染症に感
染又は感染が疑われる場合の傷病手当金の支給は終了した。 

 

          令和５年度支給実績   ８件 ２１６,８３０円  
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前年対比

決算額（A） 構成比 決算額（B） 構成比 （B）/（A）

1,626,113 18.1% 1,500,081 17.0% 92.2%

1,351 0.0% 867 0.0% 64.2%

1,627,464 18.1% 1,500,948 17.0% 92.2%

271 0.0% 172 0.0% 63.5%

6,445,549 71.5% 6,195,003 70.3% 96.1%

 保険者努力支援分 30,464 0.3% 34,706 0.4% 113.9%

 特別調整交付金分 53,423 0.6% 58,463 0.6% 109.4%

 県繰入金２号分 158,284 1.8% 209,444 2.4% 132.3%

 特定健診負担金 18,652 0.2% 15,494 0.2% 83.1%

小計 260,823 2.9% 318,107 3.6% 122.0%

6,706,372 74.4% 6,513,110 73.9% 97.1%

625,367 7.0% 643,220 7.3% 102.9%

37,364 0.4% 37,272 0.4% 99.8%

0 0.0% 0 0.0% -

0 0.0% 5,000 0.1% 皆増

662,731 7.4% 685,492 7.8% 103.4%

0 0.0% 86,187 1.0% 皆増

12,742 0.1% 22,531 0.3% 176.8%

0 0.0% 0 0.0% -

9,009,580 100.0% 8,808,440 100.0% 97.8%

 市　　債

 その他の収入

合計

 普通交付金

県
補
助
金

計

基金繰入金

令和５年度　国民健康保険特別会計決算（歳入）

令和４年度 令和５年度
科　　目

保
 

険
 

税

 繰　越　金

 退職被保険者

 国庫補助金

一般会計繰入金（法定
外・累積赤字解消分）

繰
入
金

（単位：千円）

計

 一般被保険者

計

特
別
交
付
金

一般会計繰入金（法定内）

一般会計繰入金（法定外）
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前年対比

決算額（A） 構成比 決算額（B） 構成比 （B）/（A）

99,637 1.1% 108,095 1.3% 108.5%

 療養給付費 5,505,300 61.7% 5,275,750 61.3% 95.8%

 療養費 42,737 0.5% 43,059 0.5% 100.8%

 高額療養費 820,935 9.2% 809,176 9.4% 98.6%

 出産育児諸費 15,116 0.2% 17,601 0.2% 116.4%

 葬祭費 7,000 0.1% 4,750 0.1% 67.9%

 移送費 0 0.0% 0 0.0% -

 結核医療附加金 6 0.0% 12 0.0% 200.0%

小計 6,391,094 71.7% 6,150,348 71.5% 96.2%

 療養給付費・療養費 0 0.0% 0 0.0% -

 高額療養費 0 0.0% 0 0.0% -

小計 0 0.0% 0 0.0% -

16,080 0.2% 15,442 0.2% 96.0%

1,233 0.0% 217 0.0% 17.6%

6,408,407 71.9% 6,166,007 71.7% 96.2%

 一般分 1,600,972 17.9% 1,489,095 17.3% 93.0%

 退職分 1,566 0.0% 754 0.0% 48.1%

 一般分 507,633 5.7% 496,050 5.8% 97.7%

 退職分 887 0.0% 321 0.0% 36.2%

175,726 2.0% 169,820 2.0% 96.6%

2,286,784 25.6% 2,156,040 25.1% 94.3%

63,072 0.7% 62,819 0.7% 99.6%

0 0.0% 43,761 0.5% 皆増

65,494 0.7% 62,086 0.7% 94.8%

0 0.0% 0 0.0% -

8,923,394 100.0% 8,598,808 100.0% 96.4%

 保健事業費

 介護納付金分

令和５年度　国民健康保険特別会計決算（歳出）

国
民
健
康
保
険
事
業
費
納
付
金

医
療
費
分

後
期
高
齢

者
支
援
金

等
分

計

 その他の支出（返還金等）

退
職
者
等
被

保
険
者

 積立金

一
　
般
　
被
　
保
　
険
　
者

（単位：千円）

 前年度繰上充用金

 審査支払手数料

合計

令和５年度令和４年度
科　　目

 総　務　費

 傷病手当金

保
　
　
険
　
　
給
　
　
付
　
　
費

計
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令和６年度 国民健康保険事業状況 
                            

 平 成 30年 度 の 制 度 改 正 に よ り 、 兵 庫 県 が 共 同 保 険 者 と な っ た こ と に

伴 い 、 財 政 ル ー ル が 変 更 さ れ 、 県 全 体 で 国 保 事 業 を 運 営 す る た め に 必

要 な 費 用 を 算 出 し 、 そ れ を 各 市 町 の 加 入 者 数 や 所 得 な ど を 勘 案 し て 納

め る 「 納 付 金 」 の 支 払 い が 必 要 と な っ て い る 。  

平 成 ３ ０ 年 度 以 降 、 赤 字 決 算 が 続 い て い た た め 、 令 和 ３ 年 度 に 三 木

市 国 民 健 康 保 険 財 政 健 全 化 計 画 を 策 定 し た 。 計 画 に 基 づ き 事 業 を 実 施

し て い っ た 結 果 、 令 和 ５ 年 度 は 令 和 ４ 年 度 に 引 き 続 き ２ 年 連 続 で 黒 字

決 算 と な っ た 。 し か し 、 国 保 を 取 り 巻 く 環 境 は 、 団 塊 世 代 の 方 の ７ ５

歳 年 齢 到 達 に よ る 後 期 高 齢 者 医 療 制 度 へ の 移 行 、 本 年 10月 か ら の 更 な

る 社 会 保 険 加 入 要 件 緩 和 に よ る 国 保 被 保 険 者 数 の 減 、 社 会 経 済 情 勢 に

よ る 被 保 険 者 の 所 得 額 へ の 影 響 な ど に よ り 、 ま だ ま だ 不 安 定 な 状 況 が

続 い て い る 。 国 民 健 康 保 険 財 政 健 全 化 計 画 期 間 は 令 和 ４ 年 度 か ら ６ 年

度 で あ り 、 今 年 度 は 計 画 の 最 終 年 度 と な る 。 計 画 に 基 づ き 、 引 き 続 き

着 実 に 財 政 健 全 化 を 進 め て い く 。  

保 健 事 業 で は 、被 保 険 者 の 健 康 増 進 の た め 、特 定 健 診・特 定 保 健 指 導

の 受 診 率 向 上 に 取 り 組 む 。今 年 度 も 特 定 健 診 受 診 料 は 無 料 と し 、受 診 し

や す い 環 境 整 備 に 努 め る と 共 に 、未 受 診 者 に 対 す る 受 診 勧 奨 を 積 極 的 に

行 う 。  

 

１ 三木市国民健康保険財政健全化計画の実行 

 （ １ ） 賦 課 税 率  

   令 和 ６ 年 ３ 月 議 会 で 議 決 さ れ た 三 木 市 国 民 健 康 保 険 税 条 例 の 一

部 を 改 正 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 に 基 づ き 、令 和 ６ 年 度 は 次

の 税 率 で 賦 課 を 行 っ た 。  

  （ ※ 令 和 6年 6月 12日 当 初 賦 課 通 知 発 送 、 普 通 徴 収 納 期 は 10期 ）  

 基礎課税分(医療分) 後期高齢者支援金分 介護納付金課税分 合計 

所得 

割 

均等 

割 

平等 

割 

所得 

割 

均等 

割 

平等 

割 

所得 

割 

均等 

割 

平等 

割 

所得 

割 

均等 

割 

平等 

割 

参考 

R5 
7.2 31,000 20,000 2.9 12,000 8,000 2.7 14,000 7,000 12.8 57,000 35,000 

参考 

R6

計画

時点 

9.1 38,500 26,000 3.0 12,000 8,000 2.8 14,000 7,500 14.9 64,500 41,500 

R6 7.5 32,000 21,000 3.0 13,000 8,000 2.7 14,000 7,000 13.2 59,000 36,000 
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   令 和 ３ 年 １ ２ 月 議 会 で 、令 和 ４ 年 度 か ら 令 和 ６ 年 度 ま で の 国 保 税

率 を 定 め る 国 民 健 康 保 険 税 条 例 の 一 部 改 正 に つ い て 議 決 さ れ た 。し

か し 、県 が 納 付 金 財 源 と し て 、県 基 金 や 剰 余 金 の 一 部 を 取 り 崩 す な

ど 、計 画 策 定 時 点 で は 想 定 し て い な か っ た 県 施 策 に よ り 、昨 年 度 に

引 き 続 き 、令 和 ６ 年 度 国 保 税 に つ い て も 既 に 議 決 さ れ た 税 率 の ま ま

賦 課 し た 場 合 、収 入 超 過 と な る 見 込 み と な っ た 。そ の た め 、令 和 ５

年 度 第 ２ 回 三 木 市 国 民 健 康 保 険 運 営 協 議 会 に 令 和 ６ 年 度 税 率 に つ

い て 諮 問 し 、答 申 を 得 て 、令 和 ６ 年 ３ 月 議 会 に て 税 率 改 定 が 議 決 さ

れ た 。  

 

 （ ２ ） 納 税 環 境 の 整 備  

   令和３年度までは、保険税の普通徴収の納期回数は８回（７月～翌２

月の毎月）、令和４年度は９回（７月～翌３月の毎月）であったものを、

令和５年度からは１０回（６月～翌３月の毎月）に増やし、１回あたり

の納税額の平準化を図っている。 

 

 （ ３ ） 収 納 率 向 上 対 策  

   収納率を向上させるために、普通徴収世帯の口座振替を推進していく。 

 

 （ ４ ） 特 定 健 診 受 診 率 の 向 上 対 策  

   県補助金をより多く獲得するために、特定健診受診率の更なる向上を

めざす。令和４年度は三木市国保加入者の特定健診受診料を無料とした

こともあり、過去最高の受診率となり、初めて県平均そして全国平均を

上回った。令和５年度も令和４年度と同水準となる見込である。今年度

も引き続き国保加入者の特定健診受診料は無料とするほか、未受診者に

対しては、ハガキや電話等による勧奨を行い、受診に繋げていく。 

 

 

２ 医療費適正化対策の推進 

 （ １ ） 診 療 報 酬 明 細 書 の 点 検 強 化 ・ 年 間 の 縦 覧 点 検  

   ア  被 保 険 者 資 格 の 点 検 及 び 内 容 点 検  

    イ  第 三 者 行 為 事 故 に か か る 求 償 事 務 の 徹 底  

 （ ２ ） 医 療 費 通 知 の 送 付  

   通 知 回 数   年 間 ６ 回 （ 年 間 を 通 し て ）  

   通 知 項 目   受 診 者 氏 名 、診 療 月 、医 療 区 分（ 入 院 、通 院 、歯 科 、

薬 局 ） 、 診 療 日 数 、 医 療 費 の 額 、 医 療 機 関 名  
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 （ ３ ） ジ ェ ネ リ ッ ク 医 薬 品 利 用 促 進  

   ア  ジ ェ ネ リ ッ ク 医 薬 品 差 額 通 知 の 実 施  

通 知 回 数   年 間 ３ 回  

   イ  ジ ェ ネ リ ッ ク 医 薬 品 使 用 促 進 「 保 険 証 ケ ー ス 」 の 配 布  

国 民 健 康 保 険 証 年 次 更 新 時 （ 7月 中 旬 ） に 保 険 証 と 共 に 送 付  

  （ ４ ） 被 保 険 者 資 格 適 用 の 適 正 化  

     他 保 険 と 重 複 し て い る 人 の 調 査 及 び 指 導  

（ ５ ） 重 複 服 薬 者 及 び 多 剤 服 薬 者 へ の 通 知 を 送 付  

   同 一 成 分 薬 剤 又 は 同 種 同 効 薬 剤 を ２ 以 上 の 医 療 機 関 か ら 定 期 的

に 処 方 さ れ て い る 方 や 、 連 続 し て ２ 以 上 の 医 療 機 関 で 処 方 さ れ て

い る 重 複 ・ 多 剤 該 当 者 に 通 知 の 送 付 、 電 話 や 訪 問 に よ る 保 健 指 導

を 行 う 。  

 

 

３ 国民健康保険税収納率向上対策の推進 

（ １ ） 収 納 率 向 上 対 策 事 業  

   ア  普 通 徴 収 の 口 座 振 替 率 向 上 対 策 の 強 化  

   イ  被 保 険 者 へ の 納 税 指 導 の 徹 底  

   ウ  ペ イ ジ ー 口 座 振 替 サ ー ビ ス の 推 進  

   エ  コ ン ビ ニ 収 納 の 推 進  

   オ  キ ャ ッ シ ュ レ ス 決 済 の 推 進  

 （ ２ ） 納 期 内 納 付 の 推 進  

   ア  被 保 険 者 証 更 新 時 の 納 付 相 談 、 納 税 指 導 の 強 化  

   イ  市 広 報 誌 「 広 報 み き 」 、 エ フ エ ム 三 木 の 活 用  

  （３）滞 納 整 理  

   ア  差 押 え 等 滞 納 処 分 の 強 化  

   イ  所 得 無 申 告 世 帯 に 対 す る 申 告 指 導 （ 被 保 険 者 証 更 新 前 ）  

   ウ  短 期 証 ・ 資 格 証 の 発 行  

エ  差 押 物 品 の イ ン タ ー ネ ッ ト 公 売  

オ  差 押 不 動 産 の 公 売  

  （４）納 税 環 境 の 整 備  

    保 険 税 の 普 通 徴 収 の 納 期 回 数 を 増 や し 、１ 期 当 た り の 納 税 額 の

平 準 化 を 図 る 。  

   ア  令 和 ５ 年 度 ～  １ ０ 期 （ ６ ～ ３ 月 の 毎 月 ）  
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４ 保健事業の充実強化  

 （ １ ） 一 般 保 健 予 防 事 業  

健 診 等 の 受 診 勧 奨 、 健 康 教 室 を 開 催 す る な ど 、 健 康 教 育 、 予 防

活 動 を 実 施 す る 。  

 （ ２ ） 特 定 健 康 診 査 ・ 特 定 保 健 指 導 事 業  

40歳 ～ 74歳 の 国 保 加 入 者 を 対 象 に 、メ タ ボ リ ッ ク シ ン ド ロ ー ム

に 着 目 し た 特 定 健 診 と 特 定 保 健 指 導 を 実 施 し 、 生 活 習 慣 病 の 有 病

者 と 予 備 群 の 減 少 を め ざ す 。  

令和４年度からは三木市国保加入者の特定健診受診料を無料とする

ことで受診しやすい環境を整えた。また今年度の新規取組で、受診イン

センティブとして10月末までに集団健診で特定健診を受診した方には、

3月末頃に健診結果に基づいた「健康年齢通知」を送付する。 

未 受 診 者 に 対 し て は 、 勧 奨 は が き を 送 付 す る と と も に 、 電 話 に

よ る 受 診 勧 奨 を 行 う 。 加 え て 、 若 年 層 へ の 受 診 勧 奨 と し て SMSに

よ る 受 診 勧 奨 を 実 施 す る 。 「 定 期 的 に 病 院 に 行 っ て い る 」 と い う

理 由 で 受 診 し な い 国 保 加 入 者 も 多 い こ と か ら 、 令 和 ２ 年 度 か ら 実

施 し て い る 「 み な し 健 診 」 を 引 き 続 き 実 施 す る 。  

ま た 、 健 康 増 進 課 と 連 携 し て 特 定 保 健 指 導 を 充 実 さ せ 、 生 活 習

慣 病 の 予 防 等 を 行 う 。  

（ ３ ） 町 ぐ る み 健 診 推 進 パ ー ト ナ ー シ ッ プ 協 定  

三 木 市 と と も に 健 診 の 普 及 及 び 受 診 啓 発 活 動 に 取 り 組 ん で い た

だ け る 企 業 ・ 団 体 を 募 集 し て 『 町 ぐ る み 健 診 推 進 パ ー ト ナ ー シ ッ

プ 協 定 』 を 締 結 し 、 町 ぐ る み 健 診 の 受 診 率 の 向 上 を め ざ す 。  

【 取 組 例 】  

 ・ 受 診 啓 発 リ ー フ レ ッ ト の 配 架 ・ 配 布  

 ・ 国 保 加 入 者 で あ る 従 業 員 の 健 診 結 果 に 係 る 情 報 提 供  

 ・ 健 診 会 場 に お け る 協 賛 品 の 提 供  

 ・ オ ン ラ イ ン セ ミ ナ ー  

令 和 ６ 年 ５ 月 １ ９ 日 （ 日 ） に は 、 令 和 ５ 年 度 に 引 き 続 き 、 市 と

協 定 締 結 企 業 で 、 健 康 コ ラ ボ イ ベ ン ト 「 み っ き ぃ ☆ 健 康 ミ ニ フ ェ

ス タ 」 を コ ー プ 志 染 店 で 実 施 し た 。  

（ ４ ） 健 診 受 診 後 の フ ォ ロ ー 事 業  

町 ぐ る み 健 診 受 診 後 、 要 医 療 等 と な っ て い る に も 関 わ ら ず 医 療

機 関 を 受 診 し て い な い 者 に 対 し て 、 健 診 結 果 に 応 じ た 医 療 機 関 受

診 勧 奨 通 知 を 送 付 し 、必 要 に 応 じ て 電 話 等 に よ り 保 健 指 導 を 行 う 。 

（ ５ ） 人 間 ド ッ ク 助 成 事 業  

病 気 の 早 期 発 見 ・ 早 期 治 療 を 目 的 と し て 、 人 間 ド ッ ク や 脳 ド ッ  

ク の 施 設 利 用 助 成 を Ｐ Ｒ し 、 利 用 促 進 に 努 め る 。  
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 （ ６ ） 糖 尿 病 性 腎 症 重 症 化 予 防 事 業  

 特 定 健 診 の 結 果 等 か ら 対 象 者 を 抽 出 し 、か か り つ け 医 と 連 携 し 、

重 症 化 を 予 防 す る た め 保 健 指 導 を 行 う 。  

（ ７ ） 健 康 チ ャ レ ン ジ プ ロ グ ラ ム （ ヘ ル ス ア ッ プ コ ー ス ） 事 業  

【 令 和 ６ 年 度 の 新 規 事 業 】 メ タ ボ リ ッ ク シ ン ド ロ ー ム を は じ め

と し た 高 血 圧 症 な ど の 生 活 習 慣 病 の 発 症 予 防 と 重 症 化 予 防 に 重 点

的 に 取 り 組 む た め 、 短 期 集 中 で メ デ ィ カ ル チ ェ ッ ク に 基 づ い た 成

果 の 見 え る 保 健 事 業 を 行 う 。（ 詳 細 は 別 紙 ３ を 参 照 ）  

（ ８ ） み っ き ぃ ☆ 健 康 ア プ リ 事 業  

本 ア プ リ を 活 用 し た 健 康 づ く り を 推 進 し て い く 。 ア プ リ を 広 く

周 知 し 、 利 用 し て も ら う た め に 、 ５ 名 以 上 の グ ル ー プ で 場 所 を 提

供 し て も ら え る 場 合 は 、 出 張 サ ポ ー ト を 行 う 。  

（ ９ ） み っ き ぃ ☆ シ ニ ア 健 康 サ ポ ー ト 事 業  

年 齢 に よ る 切 れ 目 の な い 保 健 事 業 の 展 開 を 図 り 、 本 人 の 特 性 や

状 況 に 応 じ た フ レ イ ル 予 防 を 行 う こ と で 、健 康 寿 命 の 延 伸 を 図 り 、

高 齢 者 が 住 み 慣 れ た 地 域 に お い て 自 立 し た 生 活 が 送 れ る よ う 、 疾

病 予 防 の 観 点 か ら き め 細 や か な 支 援 を 行 う 。  

 
 
５ 健康保険証の廃止  

  本 年 １ ２ 月 ２ 日 に 健 康 保 険 証 の 新 規 発 行 が 廃 止 と な る 。 健 康 保 険

証 廃 止 に 向 け た 事 務 手 順 （ 予 定 ） は 次 の と お り 。  

（ 1） 令 和 ６ 年 ７ 月 ： 国 民 健 康 保 険 証 の 一 斉 更 新  

令 和 ６ 年 ８ 月 １ 日 か ら 令 和 ７ 年 ７ 月 ３ １ 日 （ 一 部 例 外 あ り ） を

有 効 期 間 と し た 三 木 市 国 民 健 康 保 険 証 を 発 行 し た 。 そ の 際 、 保 険

証 台 紙 に 、 紐 づ け さ れ て い る マ イ ナ ン バ ー の 一 部 （ 下 ４ 桁 ） を 記

載 し 、 ご 自 身 で も 紐 づ け 誤 り が な い か ど う か を 確 認 で き る よ う に

し た 。  

な お 、 廃 止 日 以 前 に 発 行 さ れ た 国 保 保 険 証 は 、 保 険 証 に 記 載 さ

れ て い る 有 効 期 限 ま で 使 用 す る こ と が で き る 。  

 

（ ２ ） 令 和 ６ 年 １ ２ 月 ２ 日 以 降 ： 新 規 国 民 健 康 保 険 証 の 発 行 廃 止  

廃 止 日 以 降 は 、 新 規 国 保 加 入 や 保 険 証 紛 失 等 い か な る 理 由 で あ

っ て も 保 険 証 は 発 行 で き な い 。 保 険 証 の 代 わ り に 、 マ イ ナ 保 険 証

を 保 有 し て い な い 者 に は 「 資 格 確 認 書 」 を 発 行 し 、 マ イ ナ 保 険 証

を 保 有 し て い る 者 に は 「 資 格 情 報 の お 知 ら せ 」 を 発 行 す る 。  

※ 資 格 確 認 書 の 有 効 期 限 は 現 行 保 険 証 と 同 じ １ 年 と な る （ 期 限

は 毎 年 ７ 月 末 ） 。  
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（ 3）令 和 ７ 年 ７ 月 ：「 資 格 証 明 書 」「 資 格 情 報 の お 知 ら せ 」の 発 行  

マ イ ナ 保 険 証 を 保 有 し て い な い 者 に は 、 令 和 ６ 年 ８ 月 １ 日 か ら

使 用 で き る 「 資 格 確 認 書 」 を 発 行 す る 。 マ イ ナ 保 険 証 を 保 有 し て

い る 者 に は 「 資 格 情 報 の お 知 ら せ 」 を 発 行 す る 。  

 
 
６ その他 

（１）課税限度額の変更（令和６年３月議会で条例改正済） 

 医 療 分  後 期 分  介 護 分  

令 和 ５ 年 度  65万 円  22万 円  17万 円  

令 和 ６ 年 度  改 正 な し  24万 円  改 正 な し  

 

（２）国民健康保険税の減額の対象となる所得基準の変更 

（令和６年３月議会で条例改正済） 

区分 現行 改正後 

7 割軽減 43 万円 

＋10 万円×（給与所得者等の数－1） 

改正なし 

5 割軽減 43 万円 

＋10 万円×（給与所得者等の数－1） 

＋2９万円×被保険者数 

43 万円 

＋10 万円×（給与所得者等の数－1） 

＋2９万 5 千円×被保険者数 

2 割軽減 43 万円 

＋10 万円×（給与所得者等の数－1） 

＋53 万 5 千円×被保険者数 

43 万円 

＋10 万円×（給与所得者等の数－1） 

＋54 万 5 千円×被保険者数 

 

（３）マイナ保険証の普及啓発 

   本 年 １ ２ 月 ２ 日 か ら 保 険 証 の 新 規 発 行 が 廃 止 と な る た め 、 本 年

７ 月 の 保 険 証 一 斉 更 新 時 に リ ー フ レ ッ ト を 同 封 し 、周 知 を 行 っ た 。 

 

（４）令和９年度からの兵庫県国保税率の統一に向けて 

   兵 庫 県 で は 、 令 和 ９ 年 度 に 、 現 在 県 が 市 町 ご と に 示 し て い る 標

準 保 険 税 率 を 統 一 し 、３ 年 間 を 移 行 期 間 と し て 、令 和 １ ２ 年 度 に 、

県 内 の 保 険 税 率 が 完 全 統 一 と な る よ う ス ケ ジ ュ ー ル を 示 し て い る 。 

   一 方 で 、 市 町 が 提 供 す る サ ー ビ ス 水 準 （ 保 険 税 の 減 免 、 保 健 事

業 等 ） は 、 市 町 に よ っ て 異 な っ て い る た め 、 サ ー ビ ス 水 準 の 標 準

化 を 行 う 必 要 が あ る 。 現 在 、 県 ・ 市 町 担 当 者 で 議 論 が 行 わ れ て お

り 、 令 和 ９ 年 度 ま で に 一 定 の 結 論 が 出 る 予 定 で あ る 。  
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前年対比

当初予算額（A） 構成比 当初予算額（B） 構成比 （B）/（A）

1,555,153 18.0% － － －

902 0.0% － － －

1,556,055 18.0% 1,480,670 17.9% 95.2%

6,263,220 72.3% 5,917,979 71.3% 94.5%

 保険者努力支援分 35,007 0.4% 40,560 0.5% 115.9%

 特別調整交付金分 13,767 0.1% 44,140 0.5% 320.6%

 県繰入金２号分 131,390 1.5% 139,519 1.7% 106.2%

 特定健診負担金 17,038 0.2% 14,388 0.2% 84.4%

小計 197,202 2.2% 238,607 2.9% 121.0%

6,460,422 74.5% 6,156,586 74.2% 95.3%

583,238 6.8% 605,086 7.3% 103.7%

46,176 0.5% 37,710 0.4% 81.7%

1 0.0% 1 0.0% 100.0%

629,415 7.3% 642,797 7.7% 102.1%

1 0.0% 1 0.0% 100.0%

21,107 0.2% 18,946 0.2% 89.8%

8,667,000 100.0% 8,299,000 100.0% 95.8%

令和６年度　国民健康保険特別会計予算（歳入）

（単位：千円）

科　　目
令和５年度 令和６年度

 退職被保険者

  財政調整基金繰入金

計

 その他の収入

繰
入
金

一般会計繰入金（法定内）

計

合計

 繰　越　金

保
 

険
 

税

 一般被保険者

県
補
助
金

 普通交付金

特
別
交
付
金

計

一般会計繰入金（法定外）

R6から一般・退職の別を廃止
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前年対比

当初予算額（A） 構成比 当初予算額（B） 構成比 （B）/（A）

116,383 1.3% 123,814 1.5% 106.4%

5,377,206 62.0% 5,050,055 60.8% 93.9%

44,560 0.5% 43,305 0.5% 97.2%

798,194 9.2% 782,121 9.4% 98.0%

22,510 0.3% 22,510 0.3% 100.0%

5,500 0.1% 5,500 0.1% 100.0%

20 0.0% 20 0.0% 100.0%

660 0.0% 50 0.0% 7.6%

15,458 0.2% 14,696 0.2% 95.1%

2,100 0.0% 0 0.0% 皆減

6,266,208 72.3% 5,918,257 71.3% 94.4%

 一般分 1,489,096 17.2% － － -

 退職分 754 0.0% － － -

小計 1,489,850 17.2% 1,467,312 17.7% 98.5%

 一般分 496,051 5.7% － － -

 退職分 322 0.0% － － -

小計 496,373 5.7% 496,384 6.0% 100.0%

介護納付金分 169,820 2.0% 169,182 2.0% 99.6%

2,156,043 24.9% 2,132,878 25.7% 98.9%

85,834 1.0% 82,049 1.0% 95.6%

42,532 0.5% 42,002 0.5% 98.8%

0 0.0% 0 0.0% -

8,667,000 100.0% 8,299,000 100.0% 95.8%

 葬祭費

 出産育児諸費

 高額療養費

 療養費

 療養給付費

国
民
健
康
保
険
事
業
費
納
付
金

審査支払手数料

医
療
費
分

後
期
高
齢
者
支

援
金
等
分

 結核医療附加金

 その他の支出（返還金等）

 前年度繰上充用金

合計

保
　
　
険
　
　
給
　
　
付
　
　
費

 保健事業費

計

計

傷病手当金

 移送費

令和６年度　国民健康保険特別会計当初予算（歳出）
（単位：千円）

科　　目
令和５年度 令和６年度

 総　務　費

R6から一般・退職の別を廃止

R6から一般・退職の別を廃止
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 資格確認書と資格情報のお知らせの様式案  
 
【資格確認書】（カード型）  

  
 
  

別紙２ 
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【資格情報のお知らせ】（A4 用紙）  
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令和６年度新規事業 

健康チャレンジプログラム～ヘルスアップコース～ 
 

【目的】 
メタボリックシンドロームや高血圧症などの生活習慣病を予防するため、食生活の改善や定期
的な運動習慣の定着を促し、生活習慣病の発症予防および重症化予防につなげる。 

 
【対象者】16～74 歳までの三木市民で、以下のいずれかの条件に該当し、運動制限のない人 

・特定健診等を受診した結果、メタボリックシンドロームのリスクがある人 
・特定健診等を受診した結果、高血圧区分（血圧分類Ⅰ度）に該当する人 
・その他、特定健診等受診者のうち、生活習慣病予防のための運動指導が必要と認められる人 

 
【実施期間・人数等】令和 6 年 9 月開始予定 

1 クール 3 か月間とし、1 クール約 15 名の設定 
 ※国保加入者は、無料で参加できます。 
 
【実施内容】 

初回教室時に、体力測定結果や問診結果などから個々の目標を設定し、専門職の支援を受けな
がら生活習慣の改善に集中的に取組むプログラムを提供する。 

 
【スケジュール】 

別紙３ 

本気で取り組む 3 か月間 

「健康チャレンジプログラム」でメタボ改善してみませんか? 
スタッフ

 問診 現在の状況確認

体力
測定

実践

11：00～11：20 講義
歩き方指導

機械利用方法指導

11：20～12：00
結果
説明

個々に合わせた内容指導

希望 月　　日 保健師・栄養士

希望 月　　日 保健師・栄養士

3か月間
運動指導員

（週2回2時間程度）

体力
測定

実践

評価 個々に合わせた内容指導

最終日

12/3
(火)

初回

9/2
（月)

日程とプログラム日時

10：00～11：00

好きな時に好きなだけ、自主トレーニングがで
きます。

個別相談日

個別相談日

保健師・運動指導士等

保健師・運動指導士等10：00～12：00
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